
様式第８号の７（第16条の２関係）
（中間前金払から既済部分払に変更）
工事請負変更契約書
１　工事番号　　　第    号
２　工 事 名　　　
３　工事場所　　　　　　市（郡）　　町　　地内
　〔　契約担任者職氏名　〕（以下「発注者」という。）と　〔　受注者職氏名　〕（以下「受注者」という。）とは、
　年　　月　　日付けで締結した頭書工事に係る請負契約書（以下「原契約書」という。）の一部を変更する契約を次のように締結する。
（中間前金払の変更）
第１条　原契約書の第38条を削る。
（部分払回数の変更）
第２条　原契約書第39条中「　回」を「　回」に改める。
（債務負担行為に係る契約の中間前金払の特則の変更）
第３条　原契約書の第43条を削る。
（債務負担行為に係る契約の部分払の特則の変更）
第４条　原契約書の第44条を次のように改める。
第44条　債務負担行為に係る契約において、前会計年度末における請負代金相当額が前会計年度までの出来高予定額を超えた場合においては、受注者は、当該会計年度の当初に当該超過額（以下「出来高超過額」という。）について部分払を請求することができる。ただし、契約会計年度以外の会計年度においては、受注者は、予算の執行が可能となる時期以前に部分払の支払を請求することはできない。なお、中間前払金制度を選択した場合には、出来高超過額について部分払を請求することはできない。
２　この契約において、前払金の支払を受けている場合の部分払金の額については、第39条第６項及び第７項の規定にかかわらず、次の式により算定する。
　（Ａ）
　　部分払金の額≦請負代金相当額×９／10

　　 　　　　　 　－（前会計年度までの支払金額＋当該会計年度の部分払金額）
　　 　　　　　 　－｛請負代金相当額－（前年度までの出来高予定額＋出来高超過額）｝
 　　　　　　　 　×当該会計年度前払金額／当該会計年度の出来高予定額
３　各会計年度において、部分払を請求できる回数は、次のとおりとする。
　　　　　　　　　　　　　年度　　　　　　　　回
　　　　　　　　　　　　　年度　　　　　　　　回
　　　　　　　　　　　　　年度　　　　　　　　回
　　　　　　　　　　　　　年度　　　　　　　　回
　　　　　　　　　　　　　年度　　　　　　　　回
（電子変更契約の措置）
第５条　本契約を電子変更契約にて締結する場合には、電子契約による措置を行った日にかかわらず、この契約書に定める年月日を契約締結日とする。
　本契約の証として、本書　通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。ただし、電子変更契約の場合は、この契約を証するため、発注者及び受注者が合意の後電子署名を施し、各自その電磁的記録を保管する。
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発注者　　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　長崎県　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
（注）第３条及び第４条は、債務負担行為に係る契約以外の場合は、記載の必要はない。
